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研究成果の概要： 

 我々は，介護老人保健施設の入所者を対象に，Aid for Decision-making of Occupation 
Choice:ADOC を用いた作業に焦点を当てた介入（以下，ADOC 群）の効果と費用効果を
クラスター型無作為化比較試験にて検証した．その結果，ADOC 群において，Barthel 
Index が有意に向上が認められた．また，総費用に関しては有意な差はないものの長期的
視野の観点から費用効果的である可能性が示唆された．  
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１．研究の背景 

 人生に目的を持った高齢者は，死亡率が低
く[1]，Well-being が高く[2]，身体機能が維
持され，日常生活活動（Activities of Daly 

Living：以下 ADL）低下や移動障害などのリ
スクが低いと報告されている[3,4]．しかし，
高齢者では，様々な身体的，認知的な障害の
ため，目的を持った活動を行うことが困難な
ことがある． 

 近年，我々は，iPad (Apple Inc, Cupertino, 

CA, USA)アプリケーションである作業選択
意 思 決 定 支 援 ソ フ ト Aid for 

Decision-making in Occupation Choice (以
下，ADOC)を開発した．ADOC では，シス
テマティックに作業に焦点を当てた目標設
定を共有することができる[5,6]．ケーススタ
ディにおいても ADOC を用いることで失語
症患者の目的を引き出すことができ[7]，認知
症患者においても同様に意味のある作業を
引き出せたことが報告されている[8]．また，
Mini-Mental State Examination （以下
MMSE）にて 8 点以上[9]をカットオフポイ
ントとする報告もある． 

我々は，ADOC を用いることで，高齢者にお

いても意味のある作業への介入が行え，目的
のある活動に従事することができ，活動や生
活の質（Quality of Life:以下 QOL）の向上
に繋がるのではないかと仮説をたてた． 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は，介護老人保健施設におい
て，作業に焦点を当てた介入が通常の作業療
法と比較して，ADL や QOL に効果があるか
について，クラスター型無作為化比較試験に
よって検証することである． 

 

３．研究の方法 

 デザインは，シングルブランドのクラスタ
ー型無作為化比較試験（施設を無作為割付け
する）とした．Selection bias を防ぐため，
施設を無作為割付けする前に参加者を募り，
研究の同意を得た．施設の無作為割付けは，
研究チームとは独立したアシスタントが，エ
クセルのランダム係数を使用して行った．初
期評価と最終評価は，研究のプロトコールお
よび割付けをマスク化された評価者によっ
て行なわれた．統計解析もデータがどちらの
群かマスク化された状態で行った．ADOC 群
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の対象者は，ADOC によって特定された作業
に対して実動作を通して介入を行うことと
した．割付けについては，対象者から聞かれ
るまで答えないこととした．対照群の対象者
は通常の介入とした．介入期間は 4 ヶ月とし
た．最終的なアウトカムは，Shot-Form 36 

（以下，SF−36），Barthel Index（以下，BI）
とした．費用の算出は，介入期間内に生じた
直接費用すべてを研究協力者によって算定
した．アウトカムに有意差が生じた場合，増
分 費 用 効 果 費 （ Incremental Cost 

Effectiveness Racio：以下，ICER）を算出
することとした．統計は，各群の比較につい
ては，マルチレベル分析を用いた．すべての
統計解析は STATA13 及び R を用いて行った．
なお，本研究は，北里大学医療衛生学部研究
倫理審査委員会の承認を経て実施した
（2012-032）． 

 

４．研究成果 

 ベースラインでの年齢，MMSE の得点，
BI の得点，SF-36 の得点などには両群に有意
な差はなかった．目標設定について，作業に
焦点が当たっているものは，ADOC 群で
22/28 名(78.6%)，対照群で 5/26 名(19.2%)で
あり，ADOC 群では，作業に焦点を当てた目
標設定が行えていた．最終的に 12 施設 44 名
の対象者（ADOC 群 23 名，6 施設）（対照群
21 名 6 施設）が分析の対象であった．4 ヶ月
の介入後，BI の変化点は ADOC 群が 3.48±
6.11，対象群が-0.48±4.98 であり，ADOC

群が有意に高かった（p=0.017,95%CI 0.72 to 

7.19,ICC=0.14,d=0.71）．また，ADOC 群で
は，11/23 (47.8%) 名が BI に向上が認められ， 

10/23 (43.5%)名 が変化なし， 2/23 (8.7%) 

名が低下していた．対照群では，1/21 (4.8%)

名が BI に向上が認められ，17/21 (81.0%)名
が変化なし，3/21 (14.3%)名が低下していた．
他のアウトカムや総費用においては，両群間
に有意差は認められなかった．しかし，ADL

が向上することで介護度の維持につながり，
長期的な総介護費用は軽減できる可能性が
示唆された．有意差を認めた BI での ICER

は，¥7491.7/ BI change score であった．本
結果から今後の大規模無作為化比較試験の
ためのサンプルサイズを推定したところ，片
群あたり 69 人と算出された． 

 本研究結果より，作業に焦点を当てた作業
療法は，通常の介入と比較し，介護老人保健
施設入所者の ADL を向上させ，長期的な医
療費，介護費用を抑制することができること
が示唆された． 
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